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医療保険制度における出産に対する支援の強化について

令和８年11月11日 第220回社会保障審議会医療保険部会 資料１



今後の議論の進め方（案）

令和８年10月 議論の進め方の整理

令和８年12月頃 給付水準を含めた制度全体像に関するとりまとめ

※最終的には中医協への諮問を行う。

基本単価・現金給付の水準に関する考え方、見える化のあり方について議論

上記のほか、調査研究等を踏まえた経営状況、保険料財政への影響等に関する議論

〇 当部会においては、本年10月から検討を開始した「妊娠・出産・産後における診療やケアの内容等に関する検討会」の検討状
況を踏まえつつ、出産に必要な診療・ケアの体制や内容等を勘案し、
⚫ 分娩１件あたりの基本単価（分娩費）の給付水準
⚫ 妊婦に対する現金給付（出産時一時金）の給付水準
⚫ 保険料財政への影響
⚫ アメニティ等のサービスの見える化のあり方
について、以下のとおり検討を進め、
妊婦等への周知、医療現場等の準備期間を確保する観点から本年12月頃を目途に成案を得ることとしてはどうか。

実態調査等の結果を踏まえた給付水準に関する議論
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検討会の取りまとめを踏まえた制度全体像の整理※

※検討会における、妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援を推進するための、分娩取扱施設において必要な
支援の内容、支援体制、地域や関係機関との連携状況や地域で安心安全に出産できる周産期医療体制の確保等に
関する議論も踏まえ、制度全体像について整理

令和８年10月16日 第218回社会保障審議会医療保険部会 資料２



第 2 1 8回社会保障審議会医療保険部会 (令和 8年 1 0月 1 6日開催）における主なご意見

      （ 文 責 ： 事 務 局 ）

【制度設計・給付水準について】

＜検討に当たっての観点等＞
• 今回の改正においては、地域の周産期医療体制を確保、特に地域の一次分娩施設が分娩を継続できるような制度設計にする必要がある。
• 地域の周産期医療を支えるという点なども踏まえ、標準的な分娩費用（基本単価）は75万円以上とすべきではないか。
• 助産所は、現状の平均出産費用50万円弱では経営的に厳しい状況。昨今の物価高騰等も踏まえ、助産所の存続が可能な基本単価としてい

ただきたい。
• 議論に当たっては、保険料を負担する皆さんにも納得感のある説明ができるような検討とすべき。
• 保険料負担への影響等を考えると、給付水準については、現行制度を前提としつつ、平均的な費用の状況等をよく見て検討すべき。
• 必要な周産期医療の提供体制を維持するという点については、保険財源を主とした今回の改正とあわせて、補助金などの別財源の活用も

必要になるのではないか。
• 給付水準の設定に当たっては、分娩取扱施設の経営実態や出産費用をしっかり把握した上で検討することが重要。
• 出生動向なども踏まえながら、短期的な視点だけではなく、2040年など中長期的に制度が持続可能なものになるよう検討すべき。
• 今回の改正によってアメニティ等のサービス部分が切り出され自己負担となることで、逆に経済的負担が増える妊婦が生まれ、それが批

判につながるということがないように配慮が必要。アメニティ等のサービスにどの程度の費用がかかるか見通しを持ちつつ、現金給付に
よる支援も検討すべきではないか。

＜個別のケースへの対応＞
• 無痛分娩について、現状では医療提供体制の整備の地域差が非常に大きく、保険診療の導入は時期尚早と考えらえるため、慎重な議論を

お願いしたい。
• 多胎児の場合や、現在の出産育児一時金の支給対象である妊娠85日以降の早産、死産の場合はどうなるのか。これまで支給対象となって

いた方が、新給付の移行に伴い不利益を被ることがないよう、今後整理いただきたい。
• 助産所は、分娩が生理的経過を逸脱した場合、医療機関への搬送を行うが、その際助産所の費用を保険で算定できる仕組みがなく、全額

妊婦の自己負担になっている。出産をする場所によって妊産婦に不利益が生じることがないような仕組みとすることを希望する。

【アメニティ等のサービスの見える化について】
• アメニティ等のサービスの内容や金額を可視化して、妊婦が自分で取捨選択できる環境を整備することが必要。

【その他】
• 助産所には、分娩の安全を守るための胎児心拍装置など、機械類の費用も発生している。こういった施設整備等について補助金での対応

を希望する。
• 妊産婦への周知期間や医療機関等の準備期間は確実に確保する必要がある一方で、拙速な議論で結論を出すことになれば関係者の理解と

納得が得られる結論となるのかという懸念もある。適切な対応をお願いしたい。
• 当分の間、現行の出産育児一時金の適用も可能となるが、自治体窓口等で混乱が生じないよう、十分な周知広報を行うべき。
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（注）主な御意見を事務局で整理したもの。（御意見の趣旨を踏まえて文言を整理している。）



具体例 現行制度（出産育児一時金） 論点

多胎妊娠
●現行制度では、こども１人につき原則50万円を
支給。

●分娩の手当に要する費用としての分娩費の給
付水準についてどのように考えるか。
●また、出産時一時金の取扱いについてどのよ
うに考えるか。

海外等での出産

●現行制度では、48.8万円（50万円から産科医
療補償制度の掛金分（1.2万円）を除く）を支給。

（参考）海外療養費は、診療報酬の算定の例（困難な場合は、
国内における同様の傷病に係る療養に要する費用の実績
額）により算定することとしている。

●分娩費は、現に要した費用の額を超えない範
囲で、通常の算定の例を基準として支給（法律
で規定済み）。
●出産時一時金の取扱いについてどのように考
えるか。

死産・流産・
人工妊娠中絶

●現行制度では、「妊娠４ヶ月（85日）以上」
であれば、原則50万円を支給。

●分娩の手当に要する費用としての分娩費の給
付水準についてどのように考えるか。
●また、出産時一時金の取扱いについてどのよ
うに考えるか。

複数施設間での
母体搬送

●現行制度では、母体搬送の有無にかかわらず、
１件につき原則50万円を支給。

●搬送元施設も含めた分娩費の支給の在り方に
ついてどのように考えるか。

無痛分娩 ●現行制度では、原則50万円を支給。
●施設ごとの実施体制等にばらつきがある中で、
分娩費上の取扱いについてどのように考えるか。

個別ケースへの対応について
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〇 下記のような個別ケースへの給付の在り方については、当分の間、現行制度（出産育児一時金）も存続することを

踏まえ、現行制度の考え方を基本としつつ、分娩費（分娩の手当の基本単価）、出産時一時金（保険診療の一部負担

金等の負担軽減のための現金給付）の趣旨を踏まえながら、支給の在り方を整理することとしてはどうか。

論点



見える化について
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〇 「出産なび」を通じた「見える化」の在り方については、実行性にも配慮しつつ、妊産婦のサービス選択に資する

観点からどのように考えるか。

論点

保険診療（必要な場合）

＋＋

見える化を徹底
（自己負担）

アメニティ等のサービス

妊
婦
に
対
す
る
現
金
給
付

療養の給付（従来どおり）

分娩１件当たり
基本単価

全国同水準
現物給付化

加算

体制・役割
等を評価

保険診療以外の分娩対応



分娩から産後入院の経過の一例

出産前 出産当日 1日目 2日目 3日目 4日目 5日目

妊
産
婦

状況 陣痛発来～入院 分娩 産後 退院

処置・
ケア 等

新
生
児

管理・
保育 等

※ 医療機関（病院、診療所）・助産所が作成している入院中の過ごし方に関するパンフレットやヒアリング等を元に保険局医療課にて作成

妊娠40週の妊婦に陣痛が発来したため入院。翌日に経腟分娩。母子同室で出生後５日目まで過ごし退院した。
ケース１（保険診療を
伴わない分娩）

妊娠38週の妊婦が予定帝王切開のため入院。帝王切開術で分娩し、母子ともに経過は良好で出生後７日目に退院した。ケース２（帝王切開）

出産前 出産当日 1日目 2日目 3日目 4日目 5日目 6日目 7日目

妊
産
婦

状況 入院 手術 歩行開始 産後 退院

処置・
ケア 等

新
生
児

管理・
保育 等

分娩進行の観察、緊急に備えた対応

尿検査

体重測定

破水の検査 検温、子宮収縮・出血の確認

検温 育児指導（授乳・沐浴など）

診察

尿検査

血液検査 体重測定

出生後の評価

検温

身体計測

検温・体重測定・検査

授乳、沐浴など

診察診察

診察

手術前後の観察、合併症予防

帝王切開術

検温、子宮収縮・出血の確認

育児指導（授乳・沐浴など）

尿検査

体重測定

検温

診察 診察

尿検査

血液検査 体重測定

出生後の評価

検温

身体計測

検温・体重測定・検査

授乳、沐浴など

診察診察

疼痛コントロール

※黄色部分は保険診療を指す。

令和７年11月20日 第204回社会保障審議会医療保険部会 資料２改
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「出産なび」を通じたサービスの「見える化」の考え方について
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「見える化」の対象範囲についてどのように考えるか。

付加価値・サービス

出産前 出産当日 産後入院 退院

生活用品

・日用品
・手ぶら入院 等

写真・映像

・記念写真
・動画撮影 等

エステ・リラクゼーション

・エステ、マッサージ 等

特別食

・御祝い膳
・御祝いケーキ 等

ギフト
オリジナル制作物

・手形、足形作成
・命名書 等

診療・ケア・保育等

分娩管理

・進行の観察
・検査 等

分娩方法
保険診療

・ハイリスク分娩
・基礎疾患をもつ方

への対応 等

保健指導

・授乳指導
・沐浴指導 等

※これらの処置・ケア・保育を支える

専門職の体制、分娩取扱い件数等



施設の機能
・種別

・周産期母子医療センターの指定

・NICU病床数

・産科病床数

・入所可能ベッド数

・産科区域の特定

・院内助産の実施有無

・助産師外来の実施有無

専門職と分娩取扱件数
・産科医師数

・小児科医師数

・助産師数

・助産師数のうちアドバンス助産師数

・看護師・准看護師数

・年間経腟分娩取扱件数

・年間帝王切開術取扱件数

入院中に実施される検査
・新生児聴覚検査の実施の有無

・自施設での実施がない場合の新生児聴
覚検査可能施設の情報提供

・風疹抗体価が低い産婦に対する風疹含
有ワクチンの接種（出産後の接種）

・小児科医師による新生児の診察

出産後の健診等の実施
・２週間健診（産婦健康診査）

・１か月健診（産婦健康診査）

・退院後の授乳支援外来の実施状況

分娩に関わること
・分娩の取扱状況

・立ち会い出産の実施状況

・公的さい帯血バンクへの提供

産後の過ごし方に関わること
・母子同室の実施状況

・入院中の授乳支援の実施状況

・入院中の面会

・入院日数の目安

無痛分娩に関わること
・無痛分娩の実施状況

・無痛分娩の麻酔の方法

・無痛分娩麻酔管理者の資格

・無痛分娩の対応可能時間

・無痛分娩を行う際の陣痛誘発の有無

・JALAサイトへの掲載

・無痛経腟分娩件数

・無痛分娩費用（単価）

・無痛分娩費用の公表方法

出産費用について
・分娩にかかる費用の総額

・基本的な分娩費用

・費用の公表方法

個室について
・個室の有無

・個室利用時の差額費用

施 設 詳 細 出 産 妊 娠 産 後

妊娠判定のための検査
・初回費用（金額の目安）

・２回目以降の費用（金額の目安）

里帰り出産の場合の健診
・里帰り出産の受け入れ

・分娩希望時の予約期限

・分娩希望時の受診期限

妊婦健診の取扱状況
・妊婦健診の実施状況
・望ましい基準内の検査項目
・望ましい基準外だが施設の判断に

より必須とされている検査項目
・妊婦健診費用の総額
・オプションの検査項目と費用
・自治体による助成内容

産後ケア事業の実施状況
・利用の条件

・取扱類型

・利用料金

・利用料金に含まれる項目

・利用可能日数

・利用可能な月齢

・多胎児の受け入れ

・きょうだい児の受け入れ

・利用申請方法
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「出産なび」の掲載情報 ※2026年10月時点

妊娠・出産・産後に関わるWebサイト一覧（リンク集）

広報物ダウンロードページ

ユーザーアンケートフォーム

制度を知る

利用ガイド

出産なびとは

その他のコンテンツ

2026年秋のサイト改修で追加した情報



入院中に受けたサービスの利用の有無

令和８年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））「出産に係る妊産婦への総合的な支援並びに費用及び給付に関する研究」

分担研究者 小黒道子（研究代表者 野口晴子）提供資料
8

Ｑ 最後の出産で入院中に受けたサービスについて、それぞれの利用の有無をお答えください。

※ 出産に係る入院や妊婦健診で受けたサービス内容と費用の把握等を目的に、インターネットリサーチにより、全国の過去２年以内に出産経験のある

18～49歳の女性に回答を依頼した。調査時期は、2026年8月下旬でで、有効回答数は3,711件であった。



入院中に利用したサービスの選択の可否

Ｑ 最後の出産で入院中に利用したサービスについて、利用する／利用しないの選択はできましたか？

令和８年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））「出産に係る妊産婦への総合的な支援並びに費用及び給付に関する研究」

分担研究者 小黒道子（研究代表者 野口晴子）提供資料
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入院中に利用したサービスの費用について ①写真・動画撮影

Ｑ 最後の出産で入院中に利用したサービスについて、その費用を教えてください。（写真・動画撮影）

令和８年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））「出産に係る妊産婦への総合的な支援並びに費用及び給付に関する研究」

分担研究者 小黒道子（研究代表者 野口晴子）提供資料

※写真・動画撮影を選択した人ベース
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入院中に利用したサービスの費用について ②手形・足形作成

Ｑ 最後の出産で入院中に利用したサービスについて、その費用を教えてください。（手形・足形作成）

令和８年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））「出産に係る妊産婦への総合的な支援並びに費用及び給付に関する研究」

分担研究者 小黒道子（研究代表者 野口晴子）提供資料

※手形・足形作成を選択した人ベース
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入院中に利用したサービスの費用について ③エステ・マッサージ

Ｑ 最後の出産で入院中に利用したサービスについて、その費用を教えてください。（エステ・マッサージ ※乳房マッサージを除く）

令和８年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））「出産に係る妊産婦への総合的な支援並びに費用及び給付に関する研究」

分担研究者 小黒道子（研究代表者 野口晴子）提供資料

※エステ・マッサージを選択した人ベース
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入院中に利用したサービスの費用について ④特別食（お祝い膳）

Ｑ 最後の出産で入院中に利用したサービスについて、その費用を教えてください。（特別食（お祝い膳））

令和８年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））「出産に係る妊産婦への総合的な支援並びに費用及び給付に関する研究」

分担研究者 小黒道子（研究代表者 野口晴子）提供資料

※特別食を選択した人ベース
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入院中に利用したサービスの費用について ⑤手ぶら入院

Ｑ 最後の出産で入院中に利用したサービスについて、その費用を教えてください。（手ぶら入院）

令和８年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））「出産に係る妊産婦への総合的な支援並びに費用及び給付に関する研究」

分担研究者 小黒道子（研究代表者 野口晴子）提供資料

※手ぶら入院を選択した人ベース
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参考資料
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○ 多胎妊産婦への支援について、多胎ピアサポート事業や、育児サポーター等派遣事業を実施することにより、誰もが子育てをしやすい環境を整える。

◆ 対象者

多胎妊産婦及び多胎家庭
※（２）多胎妊産婦等サポーター等事業については、２歳程度までの多胎児を育児する者を対象者の目安とし、個別の事情を踏まえて判断

◆ 内 容

（１）多胎ピアサポート事業
多胎児の育児経験者家族との交流会等の実施や、多胎妊婦が入院している場合、外出が困難な場合などにおいて、必要に応じて多胎児の

育児経験者によるアウトリーチでの相談支援を実施する。

（２）多胎妊産婦等サポーター等事業
多胎妊産婦や多胎家庭のもとへサポーターを派遣し、外出時の補助や、日常の育児に関する介助を行う。また、当該サポーターを派遣する前に、
多胎妊産婦等への支援に際して必要な知識等を修得するための研修を実施する。

◆ 実施自治体数  （令和６年度変更交付決定ベース）
・多胎ピアサポート事業 １２４自治体
・多胎妊産婦等サポーター等事業 １２４自治体

訪問

訪問

日常生活のサポート交流会やアウトリーチによる相談支援など

成育局 母子保健課多胎妊産婦等支援（産前・産後サポート事業の一部）

事業の目的

事業の概要

◆ 実施主体 ：市町村（市町村内の多胎妊産婦が少人数である場合、都道府県が実施することも可能）

◆ 補 助 率 ：国１／２、市町村１／２

◆ 補助基準額
多胎ピアサポート事業 月額194,800円
多胎妊産婦等サポーター等事業 月額154,800円～712,200円

（人口により異なる）          

実施主体等
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○ 多胎児を妊娠した妊婦は、単胎妊娠の場合よりも頻回の妊婦健康診査受診が推奨され、受診に伴う経済的負担が大きく
なることから、通常１４回程度の妊婦健康診査よりも追加で受診する健康診査に係る費用を補助することで、多胎妊婦の負
担軽減を図ることを目的とする。

◆ 対象者

多胎を妊娠している妊婦

◆ 内 容

多胎を妊娠している妊婦を対象に、単胎の場合よりも追加で受診する妊婦健康診査に係る費用について、一定額を助成する。

◆ 実施自治体数

７５０自治体

※令和６年度変更交付決定ベース

◆ 実施主体：市町村 ◆ 補助率：国１／２、市町村１／２

◆ 補助単価：１件あたり 5,000円 ※多胎妊婦１人当たり５回を限度

成育局 母子保健課多胎妊娠の妊婦健康診査支援事業

事業の目的

事業の概要

実施主体等
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【複産件数及び分娩の総数に占める複産割合の推移】

複産 複産割合

多胎（複産）の件数の推移及び多胎支援の内容

⚫ 分娩の総数に占める多胎の割合は増加傾向。

⚫ 多胎児の分娩に当たっては、産前産後に特有の支援を要する場面がある。

(分娩総数) (複産件数)

(年)

(複産件数) (％)

(年)

出典：人口動態統計 出典：人口動態統計

妊娠中の支援

○ 入 院 中 に 多 胎 育 児 に つ
い て の 保 健 指 導 を 実 施

○ フ ァ ミ リ ー 教 室 や 両 親
学 級

産褥入院中の支援

○ 同 時 授 乳 の 方 法 を 指 導

○ 母 児 同 室 や 両 親 同 室 を
１ 日 行 い 退 院 後 の 状 況
を 体 験

○ 産 後 ケ ア や 訪 問 看 護 等
退 院 後 の 支 援 の 情 報 を
提 供

退院後の保健指導

○ 外 来 で 多 胎 育 児 の 支 援
や 指 導 を 実 施

○ ピ ア サ ポ ー タ ー に よ る
訪 問 支 援

出典：日本多胎支援協会へのヒアリング
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【分娩の総数と複産件数の年次推移】

総数 複産
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○ 公的医療保険制度に加入する被保険者等が、海外渡航中に医療機関等において療養を受けた場合に、

被保険者の申請に基づき、保険者が療養の給付を行うことが困難であると認めるとき等に、海外療養費が

支給される。

【 制度の概要】

① 被保険者は、一旦かかった医療費の全額を海外の医療機関等に支払うとともに、担当の医師等から

      治療内容やかかった金額等についての証明をもらう。

② 被保険者は、帰国後、ないし海外に在住する場合は事業主を通じて（被用者保険）、加入する保険者に

対し、(1)～(５) の書類をもって申請する。

(1)  療養費支給申請書

(2） 診療の内容等がわかる医師の診療明細書及び領収明細書等

(3)  (2)が外国語で作成されている場合は、日本語の翻訳文

(4)  旅券、航空券その他の海外に渡航した事実が確認できる書類の写し

(5)  保険者が海外療養の内容について当該海外療養を担当した者に照会することに関する当該海外療養

               を受けた者の同意書

③ 保険者において、提出された書類をもとに審査し、療養の給付を行うことが困難であると認めるとき等に

         海外療養費を支給する。

【支給手続】

（例） ・ 海外旅行中に病気や怪我をし、現地の医療機関で受診した場合

（※）健康保険は昭和56年３月から、国民健康保険は平成13年１月から制度化されている。

海外療養費について
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人工妊娠中絶件数及び実施率の推移

⚫ 令和６年度の人工妊娠中絶件数は 127,992 件で、人工妊娠中絶実施率（女子人口千対）は 5.5 である。

区分 R2 R3 R4 R5 R6 増減数 増減(%)

総数 141,433 126,174 122,725 126,734 127,992 1,258 1.0

20歳未満 10,271 9,093 9,569 10,053 10,844 791 7.9

15歳未満 126 125 147 153 159 6 3.9

15歳 284 246 256 301 330 29 9.6

16歳 943 763 733 807 961 154 19.1

17歳 1,633 1,442 1,371 1,444 1,519 75 5.2

18歳 2,704 2,466 2,442 2,641 2,899 258 9.8

19歳 4,581 4,051 4,620 4,707 4,976 269 5.7

20-24歳 35,438 30,882 30,544 32,547 33,663 1,116 3.4

25-29歳 28,611 26,087 26,153 27,879 28,676 797 2.9

30-34歳 26,559 23,386 22,287 22,600 22,424 -176 -0.8

35-39歳 26,018 23,435 21,947 21,379 20,386 -993 -4.6

40-44歳 13,203 12,018 11,079 11,170 10,878 -292 -2.6

45-49歳 1,319 1,252 1,127 1,073 1,079 6 0.6

50歳以上 10 19 8 15 11 -4 -26.7

不詳 4 2 11 18 31 13 72.2

5.5

4.1

11.1

9.1

7.2
6.1

2.9

0.3
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総数 20歳未満 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳

R2 R3 R4 R5 R6

【人工妊娠中絶の実施率（女子人口千対）】

出典：令和６年度衛生行政報告例

【人工妊娠中絶件数】
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困難な状況にある妊産婦への支援について

第３章 責任ある積極財政に基づく「中長期経済財政計画」 ―（抄）

３．主要分野ごとの重要課題と取組方針 （１）少子化対策と日本の未来を担うこども・若者のための政策の推進

逆境からこどもを守り抜くための支援を強化する。潜在的に支援が必要なこども等の情報を早期に把握できるようにするとと
もに、居場所づくりを進め、こどものいる貧困世帯、 ひとり親家庭や離婚前後の家庭、ヤングケアラー、困難な状況にある妊産
婦の支援、児童相談所の体制強化等の児童虐待防止対策、里親委託を含む社会的養護や特別養子縁組、発達障害児・医療的ケア
児等の障害児支援やインクルージョン、多様な背景の児童への取組、こどもの死亡検証を推進する。

経済財政運営と改革の基本方針2026（令和８年７月21日閣議決定）

Ⅱ こどもまんなか実行計画2026において特に取り組むべき施策

２ 具体的施策 （１）健やかで質の高い成育環境の提供 ④ 誰もが安心して妊娠・出産・子育てできる環境の整備

加えて、妊娠の可能性のある段階から、妊産婦や家庭の直面する不安や困難を早期に把握するように努め、一人一人の状況に
応じて専門職等により、SNSを活用しつつ相談支援等を行う取組を、地域における身近な相談機関を普及・活用しながら推進し、
メンタルヘルス支援の充実や必要な支援につながる環境の整備を進める。

また、困難な状況にある妊産婦が、その悩みを安心して相談でき、自らの状況に応じた様々な選択肢の中から、必要な支援を
受けられるよう、家庭生活に支障が生じている特定妊婦や出産後の母子等に対する一時的な住まいや食事の提供等の支援を行う
体制を含めた相談支援体制の整備を進めるとともに、相談窓口の周知広報の強化を図る。

こどもまんなか実行計画2026（令和８年６月）

⚫ 「こどもまんなか実行計画2026」の具体的施策において、困難な状況にある妊産婦への相談支援体制の整備や、
相談窓口の周知広報の強化を図るとされている。
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分娩取扱施設における人工妊娠中絶等の取扱状況

22

⚫ 妊娠12週未満の人工妊娠中絶は全ての施設種別で８割以上が取り扱っている。妊娠12週以降22週未満の人工妊
娠中絶の診療所での取り扱いは約6割となっている。

【妊娠12週未満の人工妊娠中絶の年間受け入れ件数】 ※妊娠12週未満の人工妊娠中絶のみを扱っている分娩取扱施設は含まない

※妊娠12週未満の人工妊娠中絶のみを扱っている分娩取扱施設を含む

●妊娠12週未満の人工妊娠中絶 ●妊娠12週以降22週未満の人工妊娠中絶

【取扱状況】

●妊娠12週以降の流産・死産

出典：令和８年度分娩取扱施設における医療やサービスの実態調査（施設調査）

令和８年11月４日
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●令和８年８月１日時点で、妊娠22週以降の分娩を取り扱う施設を対象に集計。
●「母体搬送」とは、妊娠22週以後から児の娩出までの妊産婦の搬送、「産褥搬送」とは児の娩出後７日未満の産婦の搬送、「新生児搬送」とは出生後７日未満の新

生児の搬送をさす。

搬送の受入件数および他医療機関への搬送件数

23

⚫ 令和7年度の母体搬送等の受入件数は総合周産期母子医療センターが多く、自施設から他医療機関への搬送件数は診
療所で多い。

出典：令和８年度分娩取扱施設における医療やサービスの実態調査（施設票）

【自施設から他施設への搬送件数】※自施設での分娩件数100件あたり

【他施設からの搬送を受け入れた件数】※自施設での分娩件数100件あたり

母体搬送 産褥搬送 新生児搬送

母体搬送 産褥搬送 新生児搬送

令和８年11月４日 第２回妊娠・出産・産後における診療やケアの内容等に関する検討会 資料１



他施設へ搬送又は転院となったが状態が改善し再度受け入れた妊産婦の件数

24

⚫ 令和7年度の、他施設へ搬送等となったが状態が改善し、自施設へ再度受け入れた妊産婦の件数は、診療所で多い傾
向にあった。

【他施設へ搬送又は転院となったが状態が改善し再度受け入れた妊産婦の件数】

産褥期

※自施設の分娩件数100件あたりの件数

出典：令和８年度分娩取扱施設における医療やサービスの実態調査（施設票）

●令和８年８月１日時点で、妊娠22週以降の分娩を取り扱う施設を対象に集計。
●令和７年４月１日～令和８年３月31日の１年間の件数。
●再度受け入れる際の搬送手段は救急車のみではなく、自家用車等の救急車以外の手段も含む。
●令和７年４月１日～令和８年３月31日の１年間の件数を自施設での同時期の全分娩件数100件あたりで換算。

妊娠期

令和８年11月４日 第２回妊娠・出産・産後における診療やケアの内容等に関する検討会 資料１



助産所における搬送・転院の状況

⚫ 有床助産所からの転院件数の平均は妊娠期が最も多いが、救急車を使った搬送の件数は分娩期に最も多かった。

⚫ 有床助産所の、主な転院先までの標準的な所要時間は平均約20分であった。

⚫ 搬送・転院後に再受入れするケースもあった。

【搬送・転院件数の平均（令和７年度）】

出典：令和８年度分娩取扱施設における医療やサービスの実態調査（施設票）

【主な転院先までの標準的な所要時間】

【搬送・転院後の年間再受け入れ件数】

（件）有床助産所 無床助産所
回答
施設数

平均 SD
回答
施設数

平均 SD

妊娠期

医療機関に救急車を使って搬送した件数 89 0.07 0.25 12 0.17 0.39

医療機関にそれ以外の方法で転院・転送した件数 90 1.36 2.46 13 0.23 0.44

分娩期

医療機関に救急車を使って搬送した件数 90 0.51 1.06 12 0.17 0.39

医療機関にそれ以外の方法で転院・転送した件数 91 0.54 1.24 12 0.08 0.29

産褥期

医療機関に救急車を使って搬送した件数 91 0.10 0.42 12 0.17 0.39

医療機関にそれ以外の方法で転院・転送した件数 90 0.07 0.36 12 0.00 0.00

新生児期

医療機関に救急車を使って搬送した件数 89 0.28 0.66 12 0.17 0.39

医療機関にそれ以外の方法で転院・転送した件数 90 0.14 0.61 12 0.08 0.29

有床助産所 無床助産所

回答
施設数

平均 SD 最小 最大
回答
施設数

平均 SD 最小 最大

妊産婦 86 21.5 12.5 3.0 60.0 8 26.3 18.3 0.0 60.0

新生児 80 21.3 14.2 0.0 90.0 7 27.9 19.1 0.0 60.0
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（単位：分）
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助産所における急変時の対応

⚫ 急変時の対応については、日本助産師会が「助産業務ガイドライン」をまとめており、搬送や医師への相談を
判断する際の指針としている。

【急変時のガイドライン（抜粋）】

分娩期

A 緊急に搬送すべき母体の状況（助産所）・医師に相談すべき母体の状況（院内助産）

母体の状況 観察と判断の視点 搬送までの対応の例 考えられる疾患など

1．前期破水
1）破水後24 時間経過しても陣痛が発来し

ない場合
2）破水後陣痛が発来しても破水から36 時

間以上経過し、分娩が完了しない場合

・母体バイタルサイン
・胎児心拍数の評価
・子宮収縮
・羊水混濁の有無
・内診所見

・母体バイタルサインの継時的な観察と記録
・分娩監視装置による連続モニタリング
・抗菌薬の投与は、嘱託医師・嘱託医療機関の指示のもと実施する
※ アナフィラキシーに対応するために，助産所でのアドレナリン

使用について、嘱託医師・嘱託医療機関と事前に協議しておく。

・臨床的絨毛膜羊膜炎（子
宮内感染）

・微弱陣痛

産褥期

A 緊急に搬送すべき母体の状況（助産所）・医師に相談すべき母体の状況（院内助産）

母体の状況 観察と判断の視点 搬送までの対応の例 考えられる疾患など

1．異常出血（分娩後24時間まで）
1）鮮血の流出、凝血塊の頻回の排出
2）非凝固性の血液が持続的に流出
3）出血量が500mL を超え、出血が持続

している
4）母体の血圧低下、頻脈

・子宮収縮：内診および外診において産褥経過時間に比
較して大きく軟らかい子宮の触知の有無

・胎盤、卵膜遺残の確認：胎盤および付属物の観察
・出血量
・母体バイタルサイン、SpO2
・shock index の算出（SI= 脈拍数/ 収縮期血圧）
・出血の原因検索
・産科DIC スコアの確認
・膀胱充満の状態
・産道裂傷（頸管、腟壁）の有無
・娩出胎盤の精査（欠損の有無）
・子宮内反の有無

・出血量の継時的な観察と記録
・母体バイタルサインの継時的な観察と記録
・血管確保（20G 以上、複数）
・十分な輸液
・子宮収縮薬の投与
・腟内に長ガーゼや強圧タンポンの挿入
・母体バイタルサイン、産科DIC を想定した医師への報告
・酸素投与
・双手圧迫
・尿道カテーテルの留置（できない場合は導尿）

・器質性子宮復古不全（胎
盤・卵膜遺残、悪露の子
宮腟内滞留、子宮筋腫、
子宮内膜炎など）

・機能性子宮復古不全（子
宮筋の過度の伸展、微弱
陣痛、母体疲労、膀胱や
直腸の慢性的充満など）

B 医師に相談すべき状況（助産所・院内助産）

1．母体の持続する発熱 ・下腹部痛、子宮の圧痛、悪露の異常、悪寒戦慄、急性
腹膜症状などの有無と程度

・悪寒戦慄、膿尿、背部痛、膀胱刺激症状などの有無と
程度

・麻疹、水痘、ヘルペス、インフルエンザ、感冒、肺炎
などの鑑別

・母体バイタルサインの継時的な観察と記録 ・産褥熱
・骨盤内感染症
・尿路感染症
・上気道感染症
・ウイルス感染症

出典：公益社団法人日本助産師会「助産業務ガイドライン 2024」
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無痛分娩の実施状況
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分娩を取り扱う医療機関のうち無痛分娩を実施している医療機関数（各年９月の１か月の実績）
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医療機関での分娩のうち、無痛分娩（帝王切開を除く）の件数（各年９月の１か月の実績）

（件） （件）

令和２年 令和５年

令和２年（出生数 84.0万人/年） 令和５年（出生数 72.6万人/年）

分娩を取り扱う医療機関のうち、無痛分娩を実施している医療機関数は増加している。

医療機関での分娩のうち、無痛（帝王切開を除く）の件数は増加している。

（施設）（施設）
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無痛分娩の対応の有無と分娩件数
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⚫ 約６割の施設で無痛分娩を取り扱っている。各施設の無痛分娩の全体の分娩に占める割合は、その他病院と診療所で
高い傾向。

（件）

【各施設における無痛分娩への対応の有無】

出典：令和８年度分娩取扱施設における医療やサービスの実態調査（施設票）

【令和７年度の各施設の無痛分娩の件数】 【令和７年度の各施設の無痛分娩件数の割合】

● 令和８年８月１日時点で、妊娠12週以降の分娩を取り扱う施設を対象に集計。
● 無痛分娩を取り扱う施設のみを対象に集計。
● 無痛分娩件数の割合は、全分娩件数のうち、無痛分娩の件数の割合。
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無痛分娩の実施形態等
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⚫ 無痛分娩の鎮痛方法では硬膜外麻酔を実施している施設が多い。

⚫ 無痛分娩の麻酔管理を主に関与する医師は、診療所においては産婦人科専門医が多い。

出典：令和８年度分娩取扱施設における医療やサービスの実態調査（施設票）

【無痛分娩の実施形態】

【無痛分娩の対応可能時間帯】

【無痛分娩の鎮痛方法】 【無痛分娩の麻酔管理に主に関与する医師の資格】

● 令和８年８月１日時点で、妊娠12週以降の分娩を取り扱う施設を対象に集計。
● 無痛分娩を取り扱う施設のみを対象に集計。
● 「オンデマンド無痛分娩」とは、陣痛発来後や分娩進行中に、妊婦の希望に応じて実施する無痛分娩をさす。

計画無痛分娩の場合 オンデマンド無痛分娩の場合

※複数回答可能
※複数回答可能

令和８年11月４日

資料１第２回妊娠・出産・産後における
診療やケアの内容等に関する検討会



無痛分娩の対応体制
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⚫ 平日日中の無痛分娩は、総合周産期母子医療センターでは70％以上の施設で産婦人科医師２名以上で対応している。

出典：令和８年度分娩取扱施設における医療やサービスの実態調査（施設票）

【平日日中の無痛分娩１件について、娩出時に関与する標準的な職種別人数）】

助産師数
産婦人科医師・助産師・看護師の合計人数

小児科・新生児科医師数 麻酔科医師数 医師の合計人数

※妊娠12週以降の分娩を取り扱う施設を対象に集計 ※妊娠12週以降の分娩を取り扱う施設を対象に集計 ※妊娠12週以降の分娩を取り扱う施設を対象に集計

※妊娠22週以降の分娩を取り扱う施設を対象に集計

※妊娠12週以降の分娩を取り扱う施設を対象に集計 ※妊娠12週以降の分娩を取り扱う施設を対象に集計

● 無痛分娩を取り扱う施設のみを対象に集計。
● 医師の合計人数は、産婦人科医師、小児科医師、麻酔科医師の人数を合計した人数。

産婦人科医師数
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無痛分娩の費用

⚫ 無痛分娩の費用は100,000円から150,000円の間に設定している施設が多い。

【あらかじめ予定していた無痛分娩を実施する場合の標準的な追加請求額】

出典：令和８年度分娩取扱施設における医療やサービスの実態調査（施設票）

● 令和８年８月１日時点で、妊娠12週以降の分娩を取り扱う施設を対象に集計。
● 無痛分娩を取り扱う施設のみを対象に集計。

【当初の予定になかったものの、分娩経過中に妊産婦の

希望により無痛分娩を実施する場合の追加請求費用】（円）

【時間外・深夜・休日の無痛分娩に係る追加請求費用】

時間外 深夜 休日

※通常の分娩費用・入院費用とは別に、無痛分娩の実施に伴って追加で請求する基本料金
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無痛分娩に関する取組の再周知について（令和７年５月15日付け課長通知）

１．無痛分娩に係る医療スタッフの研修
関連団体とも連携しつつ、無痛分娩の安全な診療のための講習会のプログラムを策定し、講習会を開催。

２．無痛分娩の提供体制に関する情報公開
無痛分娩の診療体制について情報公開を行う医療機関のリストをホームページで公開（令和７年３月31日時点で

447医療機関が登録済）。また、妊婦及びその家族に対して無痛分娩に関する必要な情報を分かりやすく提供するこ
とを目的として、日本産科麻酔学会ウェブサイトにおいて｢無痛分娩Q＆A」を公表。

３．無痛分娩の安全性向上のためのインシデント・アクシデントの収集・分析・共有
無痛分娩に係るインシデント・アクシデントを収集し、分析することを目的として、無痛分娩有害事象収集分析

事業を実施。

無痛分娩を取り扱う医療機関に対して、全ての項目を満たすような適切な対策をとるよう、周知を実施。
記載項目の概要：A 診療体制 B 情報公開 C インシデント・アクシデントの収集・分析・共有

自主点検表について

JALAの取組について

○ 無痛分娩については、｢無痛分娩の安全な提供体制の構築について｣（平成30年４月20日付け通知）
及び「無痛分娩の安全な提供体制の構築について（補足）」（令和３年７月５日付け通知）により、
「無痛分娩取扱施設のための、「無痛分娩の安全な提供体制の構築に関する提言」に基づく自主点検
表」（以下「自主点検表」という。）の活用や、無痛分娩関係学会・団体連絡協議会（JALA）が実施
する無痛分娩に関する取組について周知を行ってきた。

〇 本通知は、自主点検表の活用及びJALAにおいて実施されている取組について、関係医療機関等に対
して改めて周知を行うためのものである。

※JALA：日本医師会、日本産科婦人科学会、日本産婦人科医会、日本麻酔科学会、日本産科麻酔学会、
日本看護協会（後援団体）を設立団体として2018年７月に発足。

令和７年10月１日 第1回小児医療及び周産期医療の
提供体制等に関するワーキンググループ 資料４
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令和７年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）
「安全な無痛分娩実施のための体制構築のための研究」
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「安全な無痛分娩実施のための体制構築のための研究」

研究代表者 ：海野信也 北里大学 名誉教授

研究分担者 ：石渡 勇 石渡産婦人科病院・院長（産婦人科学） 奥田泰久 獨協大学・副学長（麻酔科学）

亀井良政 埼玉医科大学・教授 （産婦人科学） 照井克生 埼玉医科大学総合医療センター・教授（麻酔科学）

研究協力者： 無痛分娩関係学会・団体連絡協議会 公益社団法人 日本医師会 公益社団法人 日本看護協会 公益社団法人 日本産科婦人科学会

一般社団法人 日本産科麻酔学会 公益社団法人 日本産婦人科医会 公益社団法人 日本麻酔科学会  日本母体救命システム普及協議会

気道管理学会 一般社団法人 東京産婦人科医会 東京麻酔科医会

井上惠莉（社会福祉法人恩賜財団母子愛育会総合母子保健センター愛育病院） 板倉敦夫（順天堂大学名誉教授） 加藤里絵（昭和医科大学教授）

日本における無痛分娩の現状

・日本の無痛分娩の普及拡大は2018年以降、大都市圏を中心に急速に進行している。

・既存の無痛分娩取扱施設はその取扱施設を増加させ、新規に無痛分娩取扱を開始する施設も増えている現状を十分に考慮した上で、安全性確保を

前提とした無痛分娩提供体制の構築の検討を進める必要がある。
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無痛分娩取扱施設のための「無痛分娩の安全な提供体制の構築に関す
る提言」に基づく自主点検表
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